
日 薬 業 発 第 2 7 号 

平 成 28 年 4 月 19 日 

 

都道府県薬剤師会担当役員殿 

 

日 本 薬 剤 師 会 

副 会 長  森  昌 平  

 

平成28年熊本地震における処方箋医薬品の取扱いについて 

 

標記について、厚生労働省医薬・生活衛生局総務課から連絡がありましたのでお

知らせいたします（別添１）。 

「平成 28 年熊本地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱いについ

て」（平成28年 4月 18日事務連絡・厚生労働省保険局医療課ほか）については、4

月18日付け日薬業発第21号にてお知らせしたところです。同連絡では、患者が処

方せんを持参せずに調剤を求めてきた場合について、事後的に処方せんが発行され

ることを条件として、①交通の遮断、近隣の医療機関の診療状況等客観的にやむを

えない理由により、医師の診療を受けることができないものと認められること、②

主治医（主治医と連絡が取れない場合には他の医師）との電話やメモ等により医師

からの処方内容が確認できること等―のいずれの要件にも該当すれば、保険調剤と

して取り扱って差し支えない旨が示されています（別添２）。 

今般示された連絡（別添１）は、当該取扱い（正当な理由）について各都道府県

衛生主管部（局）宛てに周知するものです。 

取り急ぎお知らせいたしますので、該当都道府県薬剤師会におかれましては、貴

会会員へご周知くださいますようお願い申し上げます。 

 

＜別添＞ 

１．平成 28 年熊本地震における処方箋医薬品の取扱いについて（厚生労働省医

薬・生活衛生局総務課） 

２．平成 28 年熊本地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱いにつ

いて（厚生労働省保険局医療課ほか）＜抄＞ 



 
 

事 務 連 絡 

平成２８年４月１９日 

 

 

 

公益社団法人日本薬剤師会 御中 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

 

 

 

平成 28 年熊本地震における処方箋医薬品の取扱いについて 

 

 

 

 標記について、別添のとおり各都道府県衛生主管部（局）宛てに通知したので、お知

らせします。 

  



 
 

事 務 連 絡 

平成２８年４月１９日 

 

   都 道 府 県 

各  保健所設置市  衛生主管部（局）御中 

   特 別 区 

 

 

 

                       厚生労働省医薬・生活衛生局総務課 

 

 

 

平成 28 年熊本地震における処方箋医薬品の取扱いについて 

 

 

平成 28 年熊本地震による被災地における処方箋医薬品の取扱いについては、下記の

とおりとなりますので、御連絡いたします。 

 

 

記 

 

今般の地震による被災地の患者に対する処方箋医薬品の取扱いについては、平成２６

年３月１８日付薬食発第 0318 第４号厚生労働省医薬食品局長通知「薬局医薬品の取扱

いについて」の第１の１の（２）①に示したとおり、医薬品、医療機器等の品質、有効

性及び安全性の確保等に関する法律第４９条第１項の規定における「正当な理由」に該

当し、医師等の受診が困難な場合、又は医師等からの処方箋の交付が困難な場合におい

て、患者に対し、必要な処方箋医薬品を販売又は授与することが可能であること。 

 

  



 

 

（参 考） 

 

○ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年

法律第１４５号） 

（処方箋医薬品の販売）  

第四十九条 薬局開設者又は医薬品の販売業者は、医師、歯科医師又は獣医師から処

方せんの交付を受けた者以外の者に対して、正当な理由なく、厚生労働大臣の指定

する医薬品を販売し、又は授与してはならない。ただし、薬剤師等に販売し、又は

授与するときは、この限りでない。 

 

 

○ 「薬局医薬品の取扱いについて」（平成２６年３月１８日付薬食発第 0318 第４号

厚生労働省医薬食品局長通知） 

 

第１ 処方箋に基づく販売 

１．処方箋医薬品について 

（１）原則 

薬局医薬品のうち、処方箋医薬品については、薬剤師、薬局開設者、医薬品の製

造販売業者、製造業者若しくは販売業者、医師、歯科医師若しくは獣医師又は病院、

診療所若しくは飼育動物診療施設の開設者（以下「薬剤師等」という。）が業務の

用に供する目的で当該処方箋医薬品を購入し、又は譲り受けようとする場合に販売

（授与を含む。以下同じ。）する場合を除き、新法第 49 条第１項の規定に基づき、

医師等からの処方箋の交付を受けた者以外の者に対して、正当な理由なく、販売を

行ってはならない。 

なお、正当な理由なく、医師等からの処方箋の交付を受けた者以外の者に対して

処方箋医薬品を販売した場合については、罰則が設けられている。 

 

 

（２）正当な理由について 

新法第 49 条第１項に規定する正当な理由とは、次に掲げる場合によるものであ

り、この場合においては、医師等の処方箋なしに販売を行っても差し支えない。 

① 大規模災害時等において、医師等の受診が困難な場合、又は医師等から 

の処方箋の交付が困難な場合に、患者（現に患者の看護に当たっている者 

を含む。）に対し、必要な処方箋医薬品を販売する場合 

 

 

 



事 務 連 絡

平成 28 年４月 18 日

地方厚生（支）局医療課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部）

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課（部）

厚生労働省保険局医療課

厚生労働省老健局老人保健課

平成28年熊本地震の被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱いについて

平成28年熊本地震による被災に伴う保険診療関係等及び診療報酬の取扱いに

ついては、当面、下記のとおり取り扱うこととしたので、関係団体への周知を

図るようお願いしたい。

記

１．保険医療機関等の建物が全半壊した場合の取扱い

保険医療機関である医療機関又は保険薬局である薬局の建物が全半壊等し、

これに代替する仮設の建物等（以下「仮設医療機関等」という。）において診

療又は調剤等を行う場合、当該仮設医療機関等と全半壊等した保険医療機関

等との間に、場所的近接性及び診療体制等から保険医療機関等としての継続

性が認められる場合については、当該診療等を保険診療又は保険調剤として

取り扱って差し支えないこと。

２．保険調剤の取扱い

（１）被災地の保険薬局において、次に掲げる処方せん（通常の処方せん様式

によらない、医師の指示を記した文書等を含む）を受け付けた場合において

は、それぞれに掲げる事項を確認した上で、保険調剤として取り扱って差し

支えないこと。

① 保険者番号、被保険者証・被保険者手帳の記号・番号の記載がない場合

被災により、被保険者証、健康手帳等を保険医療機関に提示できなかった

場合であること。この場合、保険薬局において、加入の保険及び被用者保険

の被保険者等にあっては事業所名、国民健康保険の被保険者及び後期高齢者

御中
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医療制度の被保険者にあっては住所を確認するとともに、調剤録に記載して

おくこと。

② 保険医療機関の記載がない場合

処方せんの交付を受けた場所を患者に確認すること。

なお、処方せんの交付を受けた場所が、救護所、避難所救護センターその

他保険医療機関以外の場所であることが明らかな場合は、保険調剤として取

り扱えないものであること。（（３）参照）

（２）患者が処方せんを持参せずに調剤を求めてきた場合については、事後的

に処方せんが発行されることを条件として、以下の要件のいずれにも該当す

る場合には、保険調剤として取り扱って差し支えない。

ア 交通の遮断、近隣の医療機関の診療状況等客観的にやむをえない理由に

より、医師の診療を受けることができないものと認められること。

イ 主治医（主治医と連絡が取れない場合には他の医師）との電話やメモ等

により医師からの処方内容が確認できること。

また、医療機関との連絡が取れないときには、服薬中の薬剤を滅失等した

被災者であって、処方内容が安定した慢性疾患に係るものであることが、薬

歴、お薬手帳、包装等により明らかな場合には、認めることとするが、事後

的に医師に処方内容を確認するものとすること。

（３）災害救助法に基づく医療の一環として、救護所、避難所救護センター等

で処方せんの交付を受けたと認められる場合には、当該調剤に係る報酬は

救護所の設置主体である県市町に請求するものであること。

ただし、災害救助法が適用されている期間内において処方せんが交付さ

れ、調剤されたものであること。

３．定数超過入院について

（１）「厚生労働大臣の定める入院患者数の基準及び医師等の員数の基準並び

に入院基本料の算定方法について」（平成 18 年３月 23 日保医発第 0323003

号）の第１の３において、保険医療機関が、医療法上の許可病床数を超過

して入院させた場合の取扱いに係り、「災害等やむを得ない事情」の場合

は、当該入院した月に限り減額の対象としないとされているところである。

今般、被災地における保険医療機関の状況等を踏まえ、平成 28 年熊本地震

による被災者を受け入れたことにより超過入院となった保険医療機関にあ

っては、この規定にかかわらず、当面の間、同通知第１の２の減額措置は

適用しないものとすること。

（２）（１）の場合においては、「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における

療養に要する費用の額の算定方法」（平成 28 年厚生労働省告示第 73 号）の
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